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太郎 『日本資本主義分析』 にみられるように， 1930 年代にいたっても半封建的な農業の典型とされた．
戦前期を通じて農業外の就業機会に恵まれず，高度成長期に農業の機械化・化学化が進展し，県外へ
の本格的な労働移動が実現するまで，農村には過剰な人口が滞留したとされる． 













Ⅱ  青森県における稲作生産性の向上と技術の改良 
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れながらも 1880 年代において稲作の反あたり収量は全国で下から第 5 番目であり，平均反収 1.02 石
は，全国平均 1.27 石を下回っていた（第 1 表） ．また，津軽地域で生産された米の品質評価は低かっ
た．大豆生田（1997）が藩政廃止後の秋田県を事例に指摘したのと同様に






[第 1 表][第 1 図] 
 
青森県における稲作の生産性は，1880 年代から 1930 年代にかけてどのように推移し，その特徴は
何であったのか．青森県の土地生産性の推移を示す第 1 図によれば，土地生産性は全国比でその水準
を下回り，とくに凶作年（1900，1905，1906，1913，1931，1934，1935 年）と戦争時の肥料・労力不
足の時期にその低下が著しい． しかしながら， その趨勢は緩やかに上昇をしており， 1880 年代から 1920
年代にかけて生産性の上昇率は全国平均 54％増を上回る 65％増で，全国で第 11 位であった．また，
青森県における稲作の特徴として挙げられるのが土地生産性の地域差である．前田正名の発案で全国
一斉に実施された『青森県農事調査』によれば，1888 年当時，県内で稲作に最も適した南津軽郡にお









では， 1930 年代までの稲作の生産性向上はどのように実現したのだろうか． 耕地整理や土地改良は，
1900 年以降， 県の奨励もあって実施されるようになったもののその根本的解決は戦後に持ち越された．
排水を促して湿田を乾田化するのは蓄力を導入する場合， 必須であるにもかかわらず， その実施は 「容
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多収穫を実現させたことは，北日本の稲作の安定と増産を可能にしたといわれている．1971 年に青森
県を全国反収第一位に導いた品種「レイメイ」 ， 「ササニシキ」などは藤坂五号から開発されたもので






























こうした状況下で，青森県は農商務省勧農局に予防駆除の方法を質問し，1877 年 5 月には局員であ
った鳴海義民が県に派遣された．以後、同県では藁肥を焼き，古藁を熱湯に浸すなどの方法を励行し
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たという









こうした状況をうけて，県では，1877 年 10 月，被害区域の稲藁を田の上に積ませ，県営巡査立会
いで次々に焼却させることを決行した．その結果，螟虫の被害は減少した．青森県から勧農局宛に送


















塩水選種法は，福岡県農学校の教師横井時敬が 1882 年に発明した優良種子の選種法である． 『青森
県農事調査書』によれば，1887 年に青森県に導入され，翌年には 358 名がこの方法を実施し，反あた
りおよそ籾 2 斗 5 升の増収を実現させたという
26．但し，塩水選は大正時代を通じて奨励されたもの
の 1900 年ごろに至っても藩政時代の慣行が行われ，普及をみるのは 1932 年以降であった
27． 
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23  同上，271 頁． 
24  同上，271 頁． 
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法律第 17 号「害虫駆除予防法」 ，県では 1896 年 3 月 16 日に県令第 13 号「害虫駆除予防規則」がそれ
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[第 2 表] 
 
各郡とも伝習会は 4～5 月に実施され， 西津軽郡を例にすれば， 毎日朝 8 時から 17 時まで行われた．
伝習生は北津軽郡の 86 名から南津軽郡の 401 名と津軽地域 5 郡の合計で 1160 人となっており，教師
の出身地は県内， 県外では秋田県から招聘されている． 記録されているだけでも 11 種の犂が用意され
ており，各地の土壌や技術を用いる人に適した犂の導入が進められた．伝習生の内訳は「農会役員，









改良された犂を試用し，販売する場としても機能した．   
 














=8.996（反／戸） ，1935 年は 687,030（反）／100,168（戸）=6.859（反／戸）と仮定している． 
  
[第 3 表] 
 
耕地・代掻き・整地 
第 3 表に目を向けよう．1888 年の段階ではすべて人力によっていた耕地・代掻き・整地の作業に，  - 8 -
1935 年には硬化した土を起こす「荒起こし」と「整地」で蓄力が用いられるようになっていたことが
分かる．また，1888 年の耕地・耕鋤と 1935 年の本田荒起および整地に必要とされた稲作一反あたり
の労働力を比較すれば，4.5 人から 4 人へと減少している．これは，蓄力の導入が耕地から整地に必要
とする労働の節約をもたらしたと解釈しうる．さらに，農家が耕地・代掻き・整地の作業の実施にあ
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房，1997 年）145～148 頁． 
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52  鈴木喜代春『十三湖のばば』らくだ出版，2004 年，37～40 頁． 「しろかきから，田植えから，稲










させたがその一方で，肥料の投入も加わって田には雑草が生育しやすくなった．1888 年と 1936 年を
比較すると， 3 回の除草に必要とされる反あたり労働力は 3 人から 3.6 人へと増加している． しかしな












57．1888 年から 1935 年までに，収穫後に必要な労働力は，一反あたり
3.5 人から 6.5 人へ増加した．  
 
作業全体 
明治期から昭和期にかけて，稲作一反に要する労働力は，24.6 人から 25.6 人へと増加しているが，










53  同上，14 頁． 「おらは，また，田んぼさはいった.ぬるぬるぬるど，尻のあなから水コがあがって，
頭のてっぺんまでくるようで，あまり気持ちいいもんでねえ． 」 ．  
54  森山泰太郎，前掲書，69 頁． 
55  青森県農業試験場，前掲書，521 頁．   
56  森山泰太郎，前掲書，69 頁． 
57  1888 年の作業工程には， 「脱穀」という項目が現れないが， 『青森県農事調査（二） 』の「調整及び
貯蔵」という欄には， 「萬石篩（ふるい） 」に掛けて「籾ヲ去リ米トナシ」とあることから，稲穂から
抜いて脱穀し，俵に入れるところまでを含んだ値といえるだろう．   
58  なお，津軽地域（1913～1917 における牛馬耕の導入割合と稲作の労働吸収度の関係は以下からも  - 10 -
また，農業の技術的要因のみに注目して，明治期以降にすすんだ一連の稲作技術の導入が，稲の生
産活動に必要とする労働力に与えた影響をみよう．脱穀・調整・俵装の工程に必要にとされた作業量
が 1888 年と 1936 年に一定であったと仮定するならば，明治期から昭和期にかけて，稲作一反に必要
とされる労働力は 24.6 人から 22.8 人へと減少し， 農家が所有する平均的な稲作面積に必要とされる総









Ⅲ  農家経済の安定化と商品生産 














                                                                                                                                                            
有意に示される．.統計データの出所は各年『青森県統計書』. 
Y：稲作の労働吸収度（農業人口／作付面積） ，X:：牛馬耕導入割合 
Y＝7.22－0.05X  N=25，  自由度修正済み決定係数＝0.80 
  （ 22.73， 0.00）  （－9.27， 0.00）  （）内，p 値と t 値． 
59  荒幡克己「明治前期における牛馬耕の普及過程」 （ 『社会経済史学』第 63 号 1 巻，1997 年 5 月）1
～28 頁． 明治 14 年の全国農談会で 「およその傾向であるものの単純な耕転作業の能率を比較するに，
牛耕は人耕の 3 倍，さらに馬耕は人耕の 6 倍である」という発言があったことを取り上げ，馬耕の導
入による稲作への労働吸収力の低下は当時の老農らによっても認識されていたことを指摘している. 
60  荒幡克己「明治後期からの「副業奨励」政策について」 （ 『農業経済研究』第 68 号 4 巻，1997 年 3
月）215～223 頁． 
61  青森県農会『青森県冬期に於ける農家副業調査』1909 年，1～2 頁．青森県内務部『青森県産業一
斑』1910 年，9 頁． 
62  こうした冬場の家内工業的副業の奨励は，労力の活用を通じた所得の補填を目的にすると同時に，
冬期に農家経済が窮迫し，風紀が乱れ，精神的にも不健康な状態になることを危惧してなされたもの
































73，1917 年と 1931 年における産額はいずれも全国第一位の 711 千円，552 千円に達した．
しかしながら，第 4 表にあるように，青森県全体の藁製品生産府県としての全国的地位は 1916 年第 3
位から 1932 年第 8 位へと転落している．全国的な藁細工の生産額は，昭和恐慌に見舞われた 1930 年
代の前半を除いて上昇傾向にあったが
74，第 4 図からわかるように，1920 年代以来生産額は伸び悩ん
                                                  
63  森嘉兵衛「東北凶作恒久対応策」 （ 『社会経済史学』1935 年） ． 
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（ 『社會科學研究』第 32 巻 4 号，1981 年 2 月）71～147 頁．牛山敬二『農民層分解の構造 : 戦前期 : 
新潟県蒲原農村の分析』農業総合研究所，1975 年． 
65  青森県農地改革史編纂委員会，前掲書，209～211 頁． 
66  但し，養蚕に関しては気候的な条件もあり，導入は思いのほか進まなかったとある． 
67  林檎の袋掛けに用いる袋の製造の意. 
68  農商務省農務局『農家副業ニ関する調査』1912 年． 
69  東奥日報社，前掲書，353 頁． 
70  同上，353 頁． 
71  青森県は，1902 年，1905 年，1913 年に大きな凶作に見舞われている. 
72  東奥日報社，前掲書，353～354 頁． 
73  「青森県統計書」1916 年より算出． 
74  大森一宏「在来産業と組織化―戦前期日本の藁製品生産と同業組合」 （中村隆英編著『日本の経済




二県の生産額を上回っていたものの 1932 年には富山， 石川県に越されるとともに北海道自体での藁生
産も盛んになり青森県を凌ぐほどになった． 
 




















2  リンゴ生産 
こうしたなかで，新たな商品作物として津軽地域，とくに南津軽，中津軽の両郡に根付いたのがリ
ンゴの栽培であった （第 4 図） ． その導入は明治初期の勧農政策の業績のうち青森県に最も影響を与え
たとされる
78．稲作や藁細工とは対照的に，同県は 1906 年以降今日に至るまで生産，栽培面積ともに
全国第一位の座を維持している（第 5 表） ． 
 




                                                  
75  大森一宏，前掲書，173 頁． 
76  青森県農会『青森県農会報』1921 年，第 105 号． 
77  『東奥日報』1913 年 10 月 3 日． 


















83． 『農務顛末』によれば，1874 年から 1885 年までの 11 年間に全種合計
52 万 7400 株の苗木が全国に配布されている
84．青森県では，1874 年 11 月付けでリンゴと葡萄苗各々
3 株を勧業寮に申請し，翌年 4 月に苗の配布をうけ，弘前町（現，弘前市） ，北津軽郡五林平村，三戸
郡五戸の旧士族によってリンゴの栽培が開始された
85．1880 年ごろには各県でリンゴが結実し始め，






始から 1900 年ないし 1910 年ごろまでは、その後の小規模栽培の時代に対して大規模経営の時代とさ
れ
88、旧士族や地主，篤農らは個人もしくは共同で一町歩以上の大規模な農園を開墾し，水田小作人
                                                  
79  石川理紀之助『苹果』 ． （波多江久吉， 「リンゴ生産の発達―青森県の場合―」 （農業発達史調査会
編著『日本農業発達史 5』中央公論社，1978 年）433 頁． ） 
80  青森県経済部『青森県林檎史資料第 6 集：青森県りんご関係法令例規及び公文書集』1952 年． 
81  波多江久吉「リンゴ生産の発達―青森県の場合―」 （農業発達史調査会編著『日本農業発達史 5』
中央公論社，1978 年）423～527 頁． 
82  内務省勧業局が輸入したのはリンゴのほかに，梨，桃，李，杏，巴旦杏（スモモの一種） ，葡萄，
無花果，ふさすぐり，すぐり，榲桲（西洋カリン） ，サクランボ，苺，白菜，スイカ，トマトなど，多
岐にわたる． 
83  農林省農務局編纂『明治前期勧農事蹟輯録』1939 年，569 頁．配布の対象は府県に限らず，申請
があった場合には事情の許す限りで配布が行われた．代価は，省から試作のために配布する場合は無
料とされていたものの， 実際のところ 1877 年までに申請されたほとんどが無料であっという． とくに
配布が盛んであったのは，農政が農務省に移行し，泰西農法の導入が打ち切られ在来技術の見直しが
始まることとなった 1881 年以前である． 
84  同上，569 頁． 
85  波多江，前掲書，425 頁． 
86  仙台鉄道局運輸課『青森県の林檎』1930 年，9 頁． 
87  初期の栽培家に旧士族や地主が多いのは，リンゴの苗木配布が士族授産の意味合いを有していた
こと，彼らが資金面で恵まれていたことによる． 


















だ理由， 副業としてのリンゴ栽培の開始が農家の労働をどのように変容させたのかを検討していこう．   
 
Ⅳ  農家によるリンゴ生産の導入と農業労働 
1  病虫害の制御 
青森県がリンゴ生産第一位の地位を確立させるうえで重要であった袋掛けと樹木の洗浄はどのよ
うに地域に普及したのか． とくに重要とされた袋掛けの方法は青森県で開発された技術ではなかった．











                                                                                                                                                            
代には「粗放」という形容詞がしばしば付される． 
89  本稿の時代区分は， 青森県農業総合研究所 『青森県りんご史資料 31 集：青森県りんご史年表』 1957
年． 青森県の烏合総合研究所 『青森県りんご史資料 33 集：青森県りんご史年表下」 1958 年． による． 
90  波多江，前掲書，503． 
91  東奥日報社，前掲書，471 頁．リンゴ袋の製造では，農家の副業の開始とともに，リンゴ袋製造
業者（1910 年ごろ）や止め金製造業者（1920 年ごろ）も出現し，彼らはより安価で作業能率を高める
ことが出来るよう創意工夫を重ねた製造を行うようになったという．   - 15 -
リンゴの害虫駆除に関する制度に関しては，外崎によって袋がけ技術が導入されたのと同じ 1904
年の 6 月 17 日付で，青森県令第 30 号「苹果樹害虫駆除区域及期間」が定められている． 「左ノ区域及
期間ニ於テ苹果樹害虫綿虫（ワタムシ）介殻虫，巣虫ノ駆除ヲ行フベシ」とされ，弘前市，中郡・北
郡一円区域では 6 月 20 日～7 月 9 日，南郡一円では 6 月 25 日～7 月 24 日というように，区域ごとに
期間が決められ実施された． 
  さらに 1906 年 5 月 2 日には青森県令第 23 号「苹果樹害虫駆除ノ件」が出され，区域（郡単位） ，期
間（5 月 10 日から 7 月 20 日） ，病虫害（象鼻虫，綿虫など全 13 種）ごとにより詳細な駆除規則が定
められた．こうした病虫害の駆除を徹底させるうえで機能したのが螟虫駆除でも効果を発した 1904








事」に対して， 「一，害虫ノ種類方言  二，被害郡市町村名  三，被害農作物ノ種類及被害見積反別並

















方法に関する研究が進められた． 病虫害の総合防除を目的に推進された研究成果は 1917 年以降， リン
ゴの生育と病害虫の発生経過，使用農薬の三者を一体とした病害虫防除暦にまとめられ
95，一般には
                                                  
92  東奥日報社，前掲書， 472 頁． 
93  同上，473 頁． 
94  青森県農業試験場，前掲書，135 頁． 













する資料にみられる．栽培 6 年目（1892 年）にして結実したリンゴが， 「一斤の価七銭，米約二升」
に相当する価格で取引され，7 年目（1893 年）には一株あたり金 7 円の配当金を出すようになったの
をうけて， 「さきに敬業社員を嘲笑した付近の農民は驚愕すると同時に，馬鈴薯，藍の作付畑地を漸く
りんご栽培えと転換を考えるようになつた」という




[第 6 表] 
 
高収益への期待，病虫害に関する情報の伝達は小農のリンゴ栽培熱を高めた．1912 年と 1933 年の
調査からは， 青森県内のリンゴ生産農家は 10,269 戸から 21,295 戸へと倍増している． 栽培面積をみる










                                                  
96  東奥日報社『青森県総覧』473 頁． 
97  青森県経済部『青森県りんご史資料第一輯：揺籃時代における青森りんご：藤崎敬業社りんご園
経営記録』1951 年，18～19 頁． 
98  青森県農林部りんご課『青森県りんご発達史第十巻：昭和前期りんご経営史』青森県，37～38 頁．  
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青森県農工銀行が設置され信用供与が受けられるようになったことは，農家がリンゴ栽培を開始する
上で障壁となる耕地・資金面の問題を緩和した．また，販路の確保や需要の創出も重要となった．以










3  リンゴ生産への家族労働力の多投と高品質な商品生産の成立 
では，農家はどのように稲作と，商品として流通させるリンゴの生産を両立させたのか．第 7 表は
1912 年と 1935 年における月別の所要労働量を示している． 1912 年から 1935 年にかけてリンゴの栽培













目以降， 4～7 月にかけて行う病虫害駆除に女子が参加するようになり， 7 月の袋掛けと 10 月の採集及
び選別は基本的に女子が従事した．リンゴ栽培で重要な病虫害防除と袋掛け作業のうち，男子が担当










                                                  
100  青森県経済部『苹果小作事情』1936 年，177～178 頁． 
101  青森県農林部りんご課，前掲書，41～42 頁． 
102  青森県農業総合研究所「大正時代の青森りんご」 （青森県『青森県りんご史資料第 17 集』1954
年，28～41 頁． ）  
103  仙台鉄道局運輸課，前掲書， 1930 年，21 頁． 
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105  同上（ 『青森県史近現代Ⅰ』 ）283 頁．   - 18 -
体とする経営が選ばれた． 
























108  ， 国内で消費されるようになった新たな商品作物の栽培の定着が農
家経済の安定に大いに寄与したのである． 
 









                                                  
106  東奥日報社『青森県を語る』1934 年，221 頁． 
107  農林省農業総合研究所積雪地方支所，前掲書，116 頁． 
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富山 1.77 神奈川1.25 大阪 2.38 静岡 1.93 岩手 115.53 千葉 51.27
滋賀 1.72 福島 1.24 奈良 2.35 秋田 1.92 鹿児島100.44 茨城 51.04
大阪 1.63 愛媛 1.22 香川 2.28 宮城 1.91 秋田 74.00 長野 50.75
奈良 1.58 静岡 1.21 佐賀 2.28 大分 1.89 山形 72.24 神奈川 49.64
香川 1.53 大分 1.20 滋賀 2.26 神奈川1.87 愛媛 71.85 奈良 49.26
兵庫 1.51 徳島 1.19 山梨 2.17 三重 1.84 群馬 69.50 香川 49.22
石川 1.47 千葉 1.19 山形 2.17 宮崎 1.84 宮城 68.48 福岡 48.06
京都 1.45 栃木 1.17 兵庫 2.16 徳島 1.83 佐賀 66.44 北海道 46.64
熊本 1.42 岐阜 1.17 愛媛 2.10 山口 1.82 岐阜 65.92 大阪 45.94
福岡 1.42 高知 1.16 福岡 2.10 新潟 1.80 宮崎 65.21 栃木 45.63
和歌山 1.40 島根 1.15 鳥取 2.06 千葉 1.80 青森 65.01 高知 44.04
山梨 1.39 群馬 1.14 石川 2.05 島根 1.80 長崎 62.21 新潟 43.91
佐賀 1.37 茨城 1.14 福井 2.04 東京 1.79 広島 62.06 兵庫 43.55
東京 1.37 宮城 1.14 長野 2.04 広島 1.74 山口 61.37 和歌山 42.11
長野 1.35 山口 1.13 富山 2.01 茨城 1.73 静岡 59.90 石川 39.81
鳥取 1.33 宮崎 1.11 京都 1.99 栃木 1.70 福井 59.24 三重 39.21
三重 1.32 秋田 1.10 岩手 1.98 青森 1.69 愛知 58.06 熊本 38.59
埼玉 1.30 広島 1.08 和歌山 1.98 埼玉 1.68 大分 57.52 京都 37.03
岡山 1.29 青森 1.02 愛知 1.98 福島 1.68 山梨 56.92 福島 35.75
福井 1.28 長崎 0.99 熊本 1.97 高知 1.67 島根 56.26 滋賀 31.38
山形 1.26 北海道0.96 岡山 1.97 鹿児島1.64 鳥取 55.12 東京 30.71
愛知 1.25 岩手 0.92 群馬 1.94 長崎 1.60 徳島 53.51 埼玉 28.93
新潟 1.25 鹿児島0.82 岐阜 1.93 北海道1.41 岡山 52.61 富山 13.29
 























    
 













[出所]  青森県農地改革史編纂委員会『青森県農地改革史』1901 年、他 『青森県統計書』より作成。 
 
y = 0.0143x + 0.9268
R
2 = 0.3829
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第 3 表 稲作作業工程別、所要労働量（単位：人）：1888 年、1935 年 
1935年
作業名 労力 合計 作業名 労力 合計（1） 畜力 動力
田作り 2 6.5 苗代一切 1.5 5.5




挿苗 2 2 挿秧 3.0 3.0
手入れ 除草 1回目 1 8 中耕除草 3.6 6.6
6月中～7月下 除草 2回目 1
除草 3回目 1





刈取 1.6 1.6 収穫 1.9 1.9
乾燥運搬 乾燥 1 3 乾燥運搬 2.3 2.3
10月上～10月下 運搬 2
小計 21.1 小計 19.3
脱穀調整俵装 調整 3 3.5 脱穀及後始末 3.4 6.5
10月上～12月 俵装 0.5 調整包装受検査 3.1 0.8
計 24.6 24.6 25.8 25.8 2.0 0.8
1888年 (平均作付け面積　9.0反） 1935年(平均作付け面積　6.86反）
作業名 労力 合計 作業名 労力 合計 畜力 動力
田作り 18.0 58.5 苗代一切 10.3 37.7
3月下～5月下 40.5 本田荒起 8.9 1.2
整地 18.5 0.8
田植え
6月上 挿苗 18.0 18.0 挿秧 20.6 20.6
手入れ 除草 1回目 9.0 72.0 中耕除草 24.7 45.3
6月中～7月下 除草 2回目 9.0
除草 3回目 9.0





刈取 14.4 14.4 収穫 13.0 13.0
乾燥運搬 乾燥 9.0 27.0 乾燥運搬 15.8 15.8
10月上～10月下 運搬 18.0
189.8 132.4
脱穀調整俵装 調整 27.0 31.5 脱穀及後始末 23.3 44.6
10月上～12月 俵装 4.5 調整包装受検査 21.3 0.8
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第 3 図  青森県稲作､リンゴ農事暦 




















































































































































































[出所]  稲作に関しては、農林省農業総合研究所積雪地方支所『青森県農業の発展過程』1952 年、リンゴに関しては仙台鉄道局運輸課『青森県
の林檎』1930 年を参考に作成。 
(注）（1)  畔塗とは、畦を泥で固めて補強し、水漏れしないようにする作業。（2） 催芽とは、種籾を田畑に播く前に、あらかじめ発芽させておくこと。 




第 4 表  主要都道府県別藁製品生産高（単位：千円）：1916 年、1932 年 
1916年 1932年
順位 生産額 生産額
1 兵庫 1,799 兵庫 2,139
2 静岡 970 香川 1,709
3 青森 899 富山 1,499
4 香川 815 石川 1,184
5 富山 780 新潟 1,138
6 埼玉 735 北海道 1,128
7 山形 698 静岡 1,089
8 佐賀 682 青森 1,067
9 三重 679 福岡 1,035
10 新潟 669 三重 886
 
[出所]  大森一宏「在来産業と組織化」（中村隆英編著『日本の経済発展と在来産業』日本評論社、1997 年）165 頁より引用。 
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第 5 表  主要都道府県別リンゴ生産高及び全国占有率（単位：貫）：1895 年、1905 年、1935 年 
1895年 1905年 1935年
順位 生産量（貫） 東北占有率（％） 生産量（貫） 全国占有率（％） 生産量（貫） 全国占有率（％）
1 北海道 1,317,968 51 北海道 2,527,016 41.63 青森 31,306,457 73.83
2 岩手 544,320 21 青森 2,168,530 35.72 北海道 7,670,655 18.09
3 山形 283,200 11 秋田 533,205 8.78 長野 1,548,196 3.65
4 青森 209,600 8 香川 331,494 5.46 秋田 528,566 1.25
5 福島 203,840 8 山形 128,500 2.12 福島 502,139 1.18
6 秋田 45,648 2 長野 98,898 1.63 岩手 410,637 0. 97
7 岩手 98,358 1.62 山形 143,192 0.34
8 愛媛 36,371 0.60 香川 87,241 0.21
9 新潟 32,035 0.53 石川 57,807 0.14
10 石川 23,615 0.39 宮城 21,964 0.05
2,604,576 100 全国計 6,070,647 98.47 全国計 42,405,601 99.70  






第 6 表  水田及び畑作の反当り収益（南津軽郡）：1902 年、1912 年 
上田 中田 下田
収入 支出 差引 収入 支出 差引 収入 支出 差引
1912年 水田（自作） 52.415 27.16 25.255 43.788 25.819 17.969 29.966 24.41 5.556
水田（小作） 52.415 44.601 7.814 43.788 40.667 3.121 29.966 37.134 -7.168
馬鈴薯（自作） 37.5 24.777 12.723 30 24.479 5.521 25 23.942 1.058
馬鈴薯（小作） 37.5 30.02 7.48 30 28.355 1.645 25 25.688 -0.688
収入 支出 差引
1912年 リンゴ 36.1 25.582 10.518  
[出所]  青森県農会『青森県農会報』1902 年 11 月、第 2 号。南津軽郡役所『青森県産業調査会報告書』（青森県農林部『青森県りんご発達史第
6 巻』61 頁に収録）。青森県りんご対策協議会『青森県りんご百年史』による。 
（注）（1)  水田、馬鈴薯は、南津軽郡役所調査『青森県産業調査会報告書』1912 年による。 
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第 7 表  リンゴの月別反当り所要労力：1912 年、1935 年 
1912年 1937年 1912年 1937年
上
中0 . 4 2
下
上
中0 . 5 2 . 5
下
上
中8 2 . 5 4 0 1 2 . 5 剪 定
下
上
中5 4 . 9 2 5 2 4 . 5 施 肥
下
上




中 5 11.1 25 55.5
下
上
中1 3 7 . 3 6 5 3 6 . 5
下
上
中3 . 7 1 8 . 5
下
上
中3 . 8 1 9
下
上
中9 6 . 4 4 5 3 2
下
上
中5 . 1 2 5 . 5
下
上
中0 . 5 2 . 5
下
合計 44 50.4 220 252
[出所]　稲作は『青森県農事調査』（1888年調査）及び、農林省農務局『水稲及び陸稲耕種要覧』（1935年調査）
　　　　　（農林省農業総合研究所積雪地方支所編『青森県農業の発展過程』1952年に収録）より作成。
          　リンゴは青森県農業総合研究所「大正時代の青森りんご」『青森県りんご史資料第17集』1954年、
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第 8 表  リンゴ栽培作業工程、栽培年別、月別、所要労働量（単位：一反歩当り、人） ：1912 年 










男 男 男 男 男 男女男女男女男 合 計 男 男 男 男 男 男女男女男女男 合 計
1 年 目4 月 1 1 - 1 20 . 5------ - 1 0 年 目 3 月 - - - - 5------ -
6 月 - - - - -1----- - 4 月 - 2 - - -2----- -
7 月 - - 1 - ------- - 5 月 - - - - -2----- -
合 計 1 1 1 1 20 . 51----- - 1 6 . 5 6 月 - - 1 - -2----- -
2 年 目3 月 - - - - 1------ - 7 月 - 1 2 - -1-46-- -
4 月 - 1 - - ------- - 1 0 月 - - - - -----22 5
6 月 - - - - -1----- - 合 計 - 3 3 - 57-4622 5 3 2
7 月 - - 1 - ------- - 1 1 年 目 3 月 - - - - 6------ -
合 計 - 1 1 - 11----- - 4 4 月 - 2 - - -12---- -
3 年 目3 月 - - - - 1------ - 5 月 - - - - -12---- -
4 月 - 1 - - ------- - 6 月 - - 2 - -12---- -
6 月 - - 1 - -1----- - 7 月 - 1 2 - --147-- -
7 月 - 1 1 - -1----- - 1 0 月 - - - - -----23 5
合 計 - 2 2 - 12----- - 7 合 計 - 3 4 - 6374723 5 3 9
4 年 目3 月 - - - - 1------ - 1 2 年 目 3 月 - - - - 6------ -
4 月 - 1 - - ------- - 4 月 - 2 - - -12---- -
6 月 - - 1 - -1----- - 5 月 - - - - -12---- -
7 月 - 1 1 - -1----- - 6 月 - - 2 - -12---- -
合 計 - 2 2 - 12----- - 7 7 月 - 1 2 - --135-- -
5 年 目3 月 - - - - 2------ - 1 0 月 - - - - -----23 5
4 月 - 1 - - ------- - 合 計 - 3 4 - 6373523 5 3 6
6 月 - - 1 - -1----- - 1 3 年 目 3 月 - - - - 6------ -
7 月 - 1 1 - -2----- - 4 月 - 2 - - -12---- -
合 計 - 2 2 - 23----- - 9 5 月 - - - - -22---- -
6 年 目3 月 - - - - 2------ - 6 月 - - 2 - -12---- -
4 月 - 1 - - ------- - 7 月 - 1 3 - -1136-- -
5 月 - - - - -3----- - 8 月 - - - - ------- -
6 月 - - 1 - ------- - 9 月 - - - - ------- -
7 月 - 1 1 - -1-11-- - 1 0 月 - - - - -----24 5
1 0 月 - - - - -------0 . 5 合 計 - 3 5 - 6573624 5 4 1
合 計 - 2 2 - 24-11--0 . 51 2 1 4 年 目 3 月 - - - - 6------ -
7 年 目3 月 - - - - 3------ - 4 月 - 2 - - -12---- -
4 月 - 2 - - ------- - 5 月 - - - - -22---- -
5 月 - - - - -3----- - 6 月 - - 2 - -12---- -
6 月 - - 1 - ------- - 7 月 - 1 3 - -1135-- -
7 月 - 1 2 - -2-12-- - 1 0 月 - - - - -----24 4
1 0 月 - - - - -----11 2 合 計 - 3 5 - 6573524 4 4 0
合 計 - 3 3 - 35-1211 21 9 1 5 年 目 3 月 - - - - 8------ -
8 年 目3 月 - - - - 4------ - 4 月 - 2 - - -12---- -
4 月 - 2 - - ------- - 5 月 - - - - -22---- -
5 月 - - - - -21---- - 6 月 - - 2 - -12---- -
6 月 - - 1 - --1---- - 7 月 - 1 3 - -1134-- -
7 月 - 1 2 - --124-- - 1 0 月 - - - - -----23 4
1 0 月 - - - - -----12 3 合 計 - 3 5 - -573423 4 3 2
合 計 - 3 3 - 4232412 32 4
9 年 目3 月 - - - - 5------ -
4 月 - 2 - - -2----- -
5 月 - - - - -2----- -
6 月 - - 1 - -2----- -
7 月 - 1 2 - -1-47-- -
1 0 月 - - - - -----23 5







駆除Agricultural Development and Stabilization of Peasant Households’ Economy in Modern Rural Japan 




This article clarifies the management of peasant households in the Tsugaru district of the Aomori 
Prefecture between the 1870s and 1930s, especially focusing on the relationship between the advances in 
agricultural technology and the labor allocation strategy of the peasant households. 
We obtained the followings results. (1) The 1870s saw a new rice-cultivating technology being 
introduced and spread in the Tsugaru district. This technological improvement realized labor savings in rice 
production in peasant households and also led to improvements in land productivity. However, the harvest was 
not sufficient enough to stabilize the peasant households’ economy because of the poor condition of the land and 
repeated crop failures. As such, by the 1900s, peasant households also began producing commercial goods as a 
side-business to offset the risks of agriculture and to acquire extra cash. (2) In Tsugaru, one of the side-businesses 
peasant households engaged in was straw craft manufacturing. However, by the 1920s, the Aomori Prefecture 
had lost its competitive advantage to the Hokkaido market in the Kinki district. On the other hand, apple 
production increased in Tsugaru. Further, apple was designated as a competitive commercial product by the Meiji 
Government, who then was importing apples in significant quantities from the western countries. (3) In this paper, 
effective insect/pest-control was found to be one of the important reasons why Tsugaru became the largest apple 
producer. In particular, the Aomori Prefectural Agriculture Research Center played an important role in the 
development and diffusion of scientific technologies. Additionally, since the 1870s, Tsugaru was blessed with 
effective institutions that halted the spread of disease and reduced insect damage. This might have enabled the 
quick penetration of technologies. (4) In the expansionary phase of apple production, peasant households reduced 
the amount of labor they invested in rice production and weed eradication, and concentrated heavily on apple 
production. This labor-intensive apple production realized not only savings in employment costs but also mass 
production with high quality. As a result, apple production contributed heavily to the stabilization of the 
households’ economy. 
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